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一
、
は
じ
め
に

　

本
稿
で
は
、
二
〇
一
七
年
八
月
一
八
日
か
ら
二
〇
日
に

か
け
て
東
京
で
開
催
さ
れ
た
国
際
財
政
学
会
の
第
七
三
回

年
次
大
会
に
つ
い
て
報
告
を
行
う
。
国
際
財
政
学
会
（In-

ternational Institute of Public Finance

：IIPF
）

は
一
九
三
七
年
に
パ
リ
に
お
い
て
設
立
さ
れ
た
財
政
学
・

公
共
経
済
学
に
関
す
る
国
際
学
会
で
あ
る
。
国
際
財
政
学

会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジⅰ

に
よ
る
と
、
現
在
五
〇
を
超
え
る

国
々
に
約
八
〇
〇
名
の
会
員
を
有
し
て
い
る
。
年
次
大
会

（A
nnual Congress

）
は
毎
年
八
月
に
開
催
さ
れ
、
講

演
（
プ
レ
ナ
リ
ー
）
や
個
別
研
究
報
告
が
行
わ
れ
る
ほ
か

に
、
デ
ィ
ナ
ー
な
ど
の
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
も
用

意
さ
れ
て
い
る
。
今
大
会
の
会
場
は
、
八
月
一
八
日
と
一

九
日
が
東
京
大
学
本
郷
キ
ャ
ン
パ
ス
で
、
二
〇
日
が
墨
田

区
に
あ
る
国
際
フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
（
Ｋ
Ｆ
Ｃ
）
で

あ
っ
た
。
年
次
大
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジⅱ

に
よ
る
と
、
今
大

会
に
は
三
八
の
国
と
地
域
か
ら
四
七
四
名
の
参
加
者
が

あ
っ
た
。

　

本
稿
の
構
成
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
続
く
二
節
で

は
、
年
次
大
会
の
概
要
を
説
明
す
る
。
そ
し
て
、
三
節
で

国
際
財
政
学
会
第
七
三
回
年
次
大
会
に
参
加
し
て

山　

田　

直　

夫
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は
筆
者
が
興
味
深
く
感
じ
た
個
別
研
究
報
告
の
内
容
を
紹

介
す
る
。
後
述
す
る
よ
う
に
個
別
研
究
報
告
の
内
容
は
多

岐
に
わ
た
っ
て
い
る
が
、
筆
者
の
関
心
は
企
業
課
税
を
含

む
広
い
意
味
で
の
証
券
税
制
に
あ
る
の
で
、
紹
介
す
る
内

容
が
そ
う
し
た
税
制
に
関
す
る
研
究
に
偏
っ
て
し
ま
う
こ

と
を
予
め
お
断
り
し
て
お
き
た
い
。
最
後
の
四
節
で
は
、

来
年
の
八
月
二
一
日
か
ら
二
三
日
に
か
け
て
フ
ィ
ン
ラ
ン

ド
の
タ
ン
ペ
レ
で
開
催
さ
れ
る
第
七
四
回
年
次
大
会
に
つ

い
て
簡
単
に
触
れ
た
い
。

二
、
第
七
三
回
年
次
大
会
の
概
要

　

年
次
大
会
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
概
要
は
図
表
１
の
と
お
り

で
あ
る
。
前
述
の
よ
う
に
今
大
会
は
八
月
一
八
日
か
ら
二

〇
日
の
三
日
間
に
渡
っ
て
開
催
さ
れ
た
。
以
下
で
は
プ
レ

ナ
リ
ー
（
講
演
）、
個
別
研
究
報
告
、
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
プ

ロ
グ
ラ
ム
に
分
け
て
説
明
し
て
い
く
。

写真１　会場に設置された看板

筆者撮影
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図表１　プログラムの概要

Venue The University of 
Tokyo, Hongo Campus

The University of 
Tokyo, Hongo Campus

Kokusai Fashion 
Center（KFC） Venue

Time August 18（Fri.） August 19（Sat.） August 20（Sun.） Time

Registation 
opening 

Hour
8:00am－６:00pm 8:00am－３:00pm 8:00am－３:３0pm

Registation 
opening 

Hour

09:00 Opening Ceremony
Plenary Ⅲ Working Group 

Session E

09:00

09:３0
Plenary Ⅰ

09:３0

10:00 Coffee Break 10:00

10:３0 Coffee Break

Working Group 
Session C

Coffee Break 10:３0

11:00

Working Group 
Session A

Working Group 
Session F

11:00

11:３0 11:３0

12:00 12:00

12:３0
Lunch Lunch

12:３0

01:00
Lunch

01:00

01:３0

Working Group 
Session D

Working Group 
Session G

01:３0

02:00

Working Group 
Session B

02:00

02:３0 02:３0

0３:00 0３:00

0３:３0

Excursion

Coffee Break 0３:３0

0４:00 Coffee Break
Plenary Ⅳ

0４:00

0４:３0
Plenary Ⅱ

0４:３0

0５:00 Closing Ceremony 0５:00

0５:３0 General Assembly of 
Members

0５:３0

0６:00 0６:00

0６:３0 0６:３0

0７:00
Welcome Reception
Venue: Dai-ichi Hotel 
Ryogoku ５F 
“Kiyosumi”

Conference Dinner 
with Award Ceremony
Venue: Tobu Hotel 
Levant Tokyo ４F 
“Nishiki”

0７:00

0７:３0 0７:３0

08:00 08:00

08:３0 08:３0

09:00 09:00

〔出所〕　国際財政学会資料より作成
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図表２　プレナリーの講演者と論題
講演者 論題

Plenary Ⅰ
Prof. Takatoshi Ito

（Professor of International and Public Affairs, 
Columbia University, USA）

Government Bonds as Inter-generational 
Transfer of Wealth and Liabilities: Case of Ja-
pan

Plenary Ⅱ
Prof. David Bradbury

（Head of the Tax Policy and Statistics Division, 
OECD, France）

Inclusive Fiscal Reform: Ensuring Fairness and 
Transparency in the International Tax System

Plenary Ⅲ
Prof. Hans-Werner Sinn

（Professor of Economics and Public Finance, 
University of Munich, Germany）

The ECBʼs Fiscal Policy

Plenary Ⅳ
Prof. Alan Auerbach

（Professor of Economics and Law, University 
of California, Berkeley, USA）

Tax Reform in Theory and Practice

〔出所〕　国際財政学会資料より作成

⑴
　
プ
レ
ナ
リ
ー
（P

lenary

）

　

図
表
１
か
ら
も
わ
か
る
と
お
り
、
今
大
会
で
は
一
八
日

に
二
つ
、
一
九
日
に
一
つ
、
二
〇
日
に
一
つ
、
合
計
四
つ

の
プ
レ
ナ
リ
ー
が
設
け
ら
れ
た
。
図
表
２
は
プ
レ
ナ
リ
ー

の
講
演
者
と
そ
の
論
題
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
伊
藤
隆

敏
コ
ロ
ン
ビ
ア
大
学
国
際
公
共
政
策
大
学
院
教
授
ら
、
著

名
な
経
済
学
者
が
講
演
を
行
っ
た
。
プ
レ
ナ
リ
ー
で
は
共

通
の
テ
ー
マ
が
設
け
ら
れ
る
が
、
今
大
会
の
テ
ー
マ
は

「
財
政
改
革
」（Fiscal Reform

）
で
あ
る
。
各
プ
レ
ナ

リ
ー
と
も
最
後
に
質
疑
応
答
の
時
間
が
設
け
ら
れ
て
お

り
、
講
演
者
と
出
席
者
の
間
で
活
発
な
議
論
が
交
わ
さ
れ

た
（
写
真
２
）。

⑵
　
個
別
研
究
報
告
（W

orking G
roup Session

）

　

図
表
１
にW

orking Group Session

と
い
う
記
載

が
あ
る
が
、
こ
れ
は
個
別
研
究
報
告
が
行
わ
れ
る
こ
と
を

示
し
て
い
る
。
こ
こ
か
ら
わ
か
る
と
お
り
、
個
別
研
究
報
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告
は
大
会
期
間
中
す
べ
て
の
日
に
行
わ
れ
た
。
写
真
３
は

そ
の
様
子
で
あ
る
。
図
表
３
で
は
一
例
と
し
て
、
一
八
日

の
午
後
二
時
か
ら
午
後
四
時
に
か
け
て
行
わ
れ
たW

ork-

ing Group Session B

に
お
け
る
各
セ
ッ
シ
ョ
ン
の
タ

イ
ト
ル
を
列
挙
し
、
あ
わ
せ
て
個
別
研
究
報
告
の
本
数
も

掲
載
し
て
い
る
。
各
セ
ッ
シ
ョ
ン
に
は
タ
イ
ト
ル
が
付
け

ら
れ
て
お
り
、
そ
の
タ
イ
ト
ル
に
関
連
す
る
数
本
の
個
別

研
究
報
告
が
行
わ
れ
る
の
で
あ
る
。
よ
っ
て
図
表
３
は
、

W
orking Group Session B

で
は
一
四
会
場
で
合
計
五

四
本
の
個
別
研
究
報
告
が
行
わ
れ
た
こ
と
を
示
し
て
い

る
。

　

図
表
４
は
、
図
表
３
に
あ
るM

ultinational firm
s 

and profit shifting

と
い
う
タ
イ
ト
ル
の
セ
ッ
シ
ョ
ン

で
個
別
研
究
報
告
を
行
っ
た
研
究
者
と
そ
の
論
題
を
示
し

て
い
る
。
す
べ
て
の
セ
ッ
シ
ョ
ン
の
タ
イ
ト
ル
お
よ
び
個

別
研
究
報
告
の
論
題
、
さ
ら
に
報
告
論
文
は
年
次
大
会
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジⅲ

か
ら
見
る
こ
と
が
で
き
る
。
ホ
ー
ム
ペ
ー

写真２　プレナリーの様子

筆者撮影
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国際財政学会第七三回年次大会に参加して

図表３　セッションの一例（Working Group Session B）
セッションのタイトル 個別研究報告の本数

B01 Banking regulation ４

B02 Trust and Charity ４

B03 Environmental taxation ４

B04 Competition regulation and privatization ４

B05 Investment in children ４

B06 Place-based policies ３

B07 Tax havens ４

B08 Multinational firms and profit shifting ４

B09 Corporate taxation and location of assets ３

B10 Fiscal equalization ４

B11 Labor Market Interventions ４

B12 Wealth taxation ４

B13 Growth and fiscal policy ４

B14 Household behavior around the world ４

〔出所〕　国際財政学会資料より作成

写真３　個別研究報告の様子

筆者撮影
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ジ
を
も
と
に
筆
者
が
調
べ
た
限
り
で
は
、
セ
ッ
シ
ョ
ン
の

総
数
は
九
四
、
個
別
研
究
報
告
の
本
数
は
三
四
四
で
あ
っ

た
。
前
回
は
セ
ッ
シ
ョ
ン
の
総
数
が
七
五
、
個
別
研
究
報

告
の
本
数
が
二
八
〇
で
あ
っ
た
の
で
、
昨
年
よ
り
増
加
し

て
い
る
。
筆
者
の
個
人
的
な
印
象
と
し
て
は
、
参
加
者
も

昨
年
よ
り
大
分
多
か
っ
た
。
税
制
、
公
債
、
社
会
保
障
、

地
方
財
政
、
財
政
政
策
な
ど
、
財
政
学
・
公
共
経
済
学
の

中
心
的
な
分
野
に
つ
い
て
数
多
く
の
報
告
が
な
さ
れ
、
活

発
か
つ
建
設
的
な
議
論
が
行
わ
れ
た
。
ま
た
、W

orking 

Group Session B

とW
orking Group Session D

に

Banking regulation

と
い
う
同
じ
タ
イ
ト
ル
の
セ
ッ

シ
ョ
ン
が
設
け
ら
れ
る
な
ど
、
銀
行
を
分
析
対
象
と
し
た

研
究
が
多
い
と
い
う
印
象
を
受
け
た
。
筆
者
は
、Corpo-

rate T
axation and R

&
D

、M
ultinational firm

s 

and profit shifting

、Corporate tax rate cuts and 

credits
、Real Estate and Property T

axation

と

い
っ
た
企
業
行
動
や
企
業
に
対
す
る
税
制
に
関
す
る
セ
ッ

図表４　個別研究報告の一例
セッションのタイトル：Multinational firms and profit shifting

報告者 論題

Samina Sultan

Ludwig-Maximilians-University, Munich, Germany

The Role of Developing and Transition Economies in 
Multinational Companiesʼ Profit Shifting Activities

Tobias Bauckloh3

Inga Hardeck1

Patrick Wittenstein2

Bernhard Zwergel3

1European University Viadrina, Germany
2University of Hamburg, Germany
3University of Kassel, Germany

Do Some Mul t ina t i ona l  F i rms Bene f i t  f rom 
Competitive Tax Advantages in the EU? – Evidence 
from Capital Market Reactions to EU State Aid 
Investigations

Asa Hansson

Lund University, Sweden

Do multinationals pay less in taxes than domestic 
firms? Evidence from the Swedish manufacturing 
sector

Caroline Schimanski

UNU-WIDER, Finland; Hanken School of Economics; 
University of California Berkeley

Do Multinational Companies Shift Profits out of 
Developing Countries? New Evidence

（注）　下線は当日の報告者を示している。
〔出所〕　国際財政学会資料より作成
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三
、
個
別
研
究
報
告
の
紹
介

　

こ
こ
で
は
、Corporate tax rate cuts and credits

と
い
う
タ
イ
ト
ル
の
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
行
わ
れ
た
法
人
税
率

と
法
人
税
収
の
関
係
に
つ
い
て
分
析
し
た
実
証
研
究
に
つ

い
て
紹
介
す
るⅳ

。
こ
の
研
究
は
ミ
ュ
ン
ヘ
ン
大
学
（Lud-

w
ig M

axim
ilian U

niversity of M
unich

）
のClem

-

ens Fuest

氏
、Felix Sebastian H

ugger

氏
、Su-

sanne Sim
one W

ildgruber

氏
に
よ
る
共
同
研
究
で
、

報
告
の
タ
イ
ト
ル
は
、T

he International D
evelop-

m
ent of Corporate T

ax Rates and Revenues Re-

visited

で
あ
る
。

⑴
　
概
要
と
意
義

　

こ
こ
一
〇
年
ほ
ど
、
多
く
の
国
々
で
法
人
税
率
の
引
き

下
げ
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
法
人
税
収
は
減
少
す
る
こ
と

シ
ョ
ン
や
資
産
に
対
す
る
課
税
に
関
す
る
セ
ッ
シ
ョ
ン
の

個
別
研
究
報
告
を
聞
い
た
。
次
の
三
節
で
は
筆
者
が
聞
い

た
個
別
研
究
報
告
の
中
か
ら
、
法
人
税
率
と
法
人
税
収
の

関
係
に
つ
い
て
分
析
し
た
実
証
研
究
に
つ
い
て
紹
介
す

る
。

⑶
　
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
（Social Program

）

　

年
次
大
会
の
中
心
は
も
ち
ろ
ん
プ
レ
ナ
リ
ー
や
個
別
研

究
報
告
で
あ
る
が
、
大
会
期
間
中
は
様
々
な
ソ
ー
シ
ャ

ル
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
用
意
さ
れ
て
お
り
、
参
加
者
が
親
交

を
深
め
る
貴
重
な
機
会
と
な
っ
て
い
る
。
一
八
日
の
夜
に

は
ウ
ェ
ル
カ
ム
・
レ
セ
プ
シ
ョ
ン
、
二
〇
日
の
夜
に
は

デ
ィ
ナ
ー
が
開
催
さ
れ
た
。
ま
た
、
一
九
日
の
夕
方
か
ら

は
エ
ク
ス
カ
ー
シ
ョ
ン
に
な
っ
て
お
り
、
参
加
者
は
ス
カ

イ
ツ
リ
ー
や
浅
草
寺
周
辺
の
散
策
を
楽
し
ん
だ
。



126―　　―

証券レビュー　第57巻第９号

な
く
安
定
的
に
推
移
し
て
い
る
。
そ
う
し
た
こ
と
か
ら
、

法
人
税
率
と
法
人
税
収
の
関
係
に
関
す
る
分
析
が
盛
ん
に

行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
研
究
の
中
心
的
課
題
は
、
縦

軸
に
法
人
税
収
、
横
軸
に
法
人
税
率
を
と
っ
た
場
合
に
逆

Ｕ
字
型
の
関
係
が
見
ら
れ
る
か
ど
う
か
と
い
う
も
の
で
あ

る
。
つ
ま
り
、
法
人
税
率
を
上
昇
さ
せ
る
と
法
人
税
収
が

増
加
す
る
が
、
あ
る
一
定
の
税
率
を
超
え
る
と
逆
に
法
人

税
収
が
減
少
す
る
と
い
う
関
係
が
あ
る
か
ど
う
か
を
検
証

す
る
こ
と
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
ま
で
の
研
究
で
は
定

ま
っ
た
結
論
は
得
ら
れ
て
い
な
い
。
こ
の
研
究
は
タ
イ
ト

ル
にrevisit

と
あ
る
よ
う
に
、
既
に
取
り
組
ま
れ
て
い

る
こ
の
課
題
に
改
め
て
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
よ
う
と
す
る
も
の

で
あ
る
。
こ
の
研
究
の
特
徴
と
し
て
ま
ず
挙
げ
ら
れ
る
の

は
、
分
析
対
象
国
が
多
く
、
分
析
対
象
期
間
も
長
い
こ
と

で
あ
る
。
分
析
は
多
岐
に
わ
た
っ
て
い
る
が
、
分
析
対
象

国
は
最
大
で
一
九
〇
か
国
、
分
析
対
象
に
な
っ
て
い
る
期

間
は
一
九
六
五
年
か
ら
二
〇
一
七
年
ま
で
の
五
三
年
で
あ

る
。
そ
の
他
に
、
ミ
ク
ロ
デ
ー
タ
（
個
別
企
業
の
デ
ー

タ
）
を
用
い
た
分
析
も
行
っ
て
い
る
こ
と
も
特
徴
だ
と
い

え
る
だ
ろ
う
。

　

主
な
分
析
の
結
果
は
以
下
の
四
点
で
あ
る
。
一
点
目

は
、
長
期
的
な
観
点
か
ら
は
、
法
人
税
率
と
法
人
税
収
に

逆
Ｕ
字
型
の
関
係
が
見
ら
れ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
二

点
目
は
、
法
人
税
収
の
多
い
国
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
対
す
る
天
然

資
源
か
ら
の
収
益
の
比
や
一
人
当
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
大
き
い

こ
と
で
あ
る
。
三
点
目
は
、
ミ
ク
ロ
デ
ー
タ
を
用
い
た
分

析
に
よ
る
と
企
業
の
利
益
と
法
人
税
収
に
は
正
の
相
関
が

見
ら
れ
る
こ
と
で
あ
る
。
四
点
目
は
、
こ
の
研
究
の
中
で

定
義
さ
れ
た
実
効
税
率
を
比
較
す
る
と
、
産
業
に
よ
っ
て

差
異
が
あ
る
こ
と
、
ま
た
企
業
規
模
に
よ
っ
て
も
差
異
が

見
ら
れ
る
こ
と
で
あ
る
。

　

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
は
八
月
三
〇
日
の
演
説
で
ア
メ
リ
カ

の
法
人
税
の
税
率
を
理
想
的
に
は
一
五
％
に
引
き
下
げ
た

い
（
現
行
の
基
本
税
率
は
三
五
％
）
と
主
張
し
た
。
代
替
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財
源
の
確
保
の
観
点
か
ら
一
五
％
へ
の
引
き
下
げ
は
現
実

的
で
は
な
い
か
も
し
れ
な
い
が
、
ア
メ
リ
カ
で
は
税
率
引

き
下
げ
に
つ
い
て
の
議
論
が
活
発
化
し
て
い
る
。
ま
た
、

『
日
本
経
済
新
聞
』
二
〇
一
七
年
九
月
三
日
、
日
曜
版
一

面
「
税
収　

世
界
で
奪
い
合
い
」
で
は
、
過
去
一
〇
年
で

グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
の
税
負
担
率
（
連
結
決
算
の
税
引
き
前

利
益
に
対
す
る
会
計
上
の
税
金
の
比
率
）
が
大
き
く
低
下

し
て
い
る
こ
と
な
ど
が
紹
介
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に

法
人
税
の
重
要
性
が
高
ま
っ
て
い
る
中
で
、
法
人
税
率
と

法
人
税
収
の
関
係
を
分
析
し
よ
う
と
す
る
こ
の
学
術
研
究

は
大
変
意
義
の
あ
る
も
の
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

　

ま
た
、
筆
者
は
Ａ
Ｃ
Ｅ
（A

llow
ance for Corporate 

Equity

）
と
呼
ば
れ
る
税
制
に
つ
い
て
研
究
を
し
て
い

る
。
Ａ
Ｃ
Ｅ
は
法
人
税
の
課
税
ベ
ー
ス
か
ら
負
債
利
子
だ

け
で
な
く
、
株
式
の
機
会
費
用
も
控
除
す
る
制
度
で
あ

り
、
従
来
の
課
税
ベ
ー
ス
を
縮
小
さ
せ
る
税
制
で
あ
る
。

一
度
Ａ
Ｃ
Ｅ
を
導
入
し
た
が
廃
止
し
て
し
ま
っ
た
国
が
い

く
つ
か
あ
る
が
、
廃
止
の
一
因
と
し
て
課
税
ベ
ー
ス
の
縮

小
に
よ
る
税
収
不
足
が
挙
げ
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
よ
っ

て
個
人
的
に
も
法
人
税
率
と
法
人
税
収
の
関
係
を
分
析
す

る
こ
の
研
究
は
大
変
興
味
深
か
っ
た
。

⑵
　
デ
ー
タ

　

分
析
に
は
法
人
税
率
、
法
人
税
収
、
課
税
ベ
ー
ス
、
実

効
税
率
に
関
連
す
る
デ
ー
タ
が
必
要
で
あ
る
。
デ
ー
タ
の

出
典
と
概
要
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

①
法
人
税
率

　

ま
ず
法
人
税
率
に
関
連
す
る
デ
ー
タ
で
あ
る
が
、
こ
こ

で
は
、
各
国
の
法
人
所
得
に
対
す
る
法
定
税
率
が
採
用
さ

れ
て
い
る
。
こ
れ
は
中
央
政
府
と
地
方
政
府
を
合
わ
せ
た

も
の
で
、
複
数
の
税
率
が
設
定
さ
れ
て
い
る
場
合
は
最
も

高
い
も
の
を
採
用
し
て
い
る
。
主
な
デ
ー
タ
の
出
典
は
Ｋ

Ｐ
Ｍ
Ｇ
のCorporate T

ax Surveys

、
お
よ
び
Ｅ
Ｙ
の
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A

nnual W
orldw

ide Corporate T
ax Guides

で
あ

る
。
こ
こ
で
は
一
九
九
三
年
か
ら
二
〇
一
七
年
の
デ
ー
タ

を
集
め
て
い
る
。
サ
ン
プ
ル
の
数
は
年
に
よ
っ
て
異
な
る

が
、
最
も
多
い
の
は
二
〇
一
七
年
の
一
九
〇
か
国
で
、
二

〇
〇
四
年
か
ら
二
〇
一
七
年
に
か
け
て
は
最
も
少
な
い
年

で
も
一
五
四
か
国
で
あ
る
。
ま
た
、
総
サ
ン
プ
ル
は
二
八

八
〇
で
あ
る
。
こ
の
研
究
で
はW

orld Bank

の
基
準
に

従
っ
て
各
国
を
、H

igh-incom
e countries

（
以
下
、
Ｈ

Ｉ
Ｃ
）、U

pper-m
iddle-incom

e countries

（
以
下
、

Ｕ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
）、Low

er-m
iddle-incom

e countries

と

Low
-incom

e countries

を
合
わ
せ
た
グ
ル
ー
プ
（
以

下
、
Ｌ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
＆
Ｌ
Ｉ
Ｃ
）
の
三
つ
に
分
類
し
て
い
る
。

全
体
と
し
て
法
人
税
率
は
低
下
傾
向
に
あ
る
。
例
え
ば
Ｈ

Ｉ
Ｃ
に
つ
い
て
見
て
み
る
と
、
一
九
九
三
年
の
平
均
は
三

七
・
五
％
で
あ
る
の
に
対
し
て
二
〇
一
〇
年
は
二
二
・

八
％
と
な
っ
て
い
る
。

②
法
人
税
収

　

次
に
法
人
税
収
に
関
連
す
る
デ
ー
タ
で
あ
る
が
、
こ
の

研
究
で
は
マ
ク
ロ
と
ミ
ク
ロ
の
二
つ
の
デ
ー
タ
が
用
い
ら

れ
て
い
る
。
マ
ク
ロ
の
デ
ー
タ
は
各
国
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
対
す

る
法
人
税
収
の
比
で
あ
る
。
デ
ー
タ
の
具
体
的
な
出
典
は

Ｉ
Ｍ
Ｆ
のW

orld Revenue Longitudinal D
ataset

（W
oR

LD

）、International C
entre for T

ax and 

D
evelopm

ent

（ICT
D

）
のGovernm

ent Revenue 

D
ataset

（GRD

）、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
のRevenue Statistics

で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
組
み
合
わ
せ
て
一

九
六
五
年
か
ら
二
〇
一
五
年
ま
で
の
デ
ー
タ
を
集
め
て
い

る
。
こ
の
う
ち
、
一
九
九
〇
年
か
ら
二
〇
一
三
年
の
Ｈ
Ｉ

Ｃ
と
Ｕ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
に
つ
い
て
見
て
み
る
と
、
二
〇
〇
六
年
あ

た
り
に
一
時
的
な
上
昇
が
見
ら
れ
る
も
の
の
、
三
％
ぐ
ら

い
で
安
定
的
に
推
移
し
て
い
る
。
一
方
、
ミ
ク
ロ
の
デ
ー

タ
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
各
企
業
の
付
加
価
値
に
対
す
る
法

人
税
負
担
の
比
で
あ
る
。
デ
ー
タ
は
ビ
ュ
ー
ロ
・
ヴ
ァ
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ン
・
ダ
イ
ク
社
のA

m
adeus

と
い
う
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を

用
い
て
算
出
さ
れ
て
い
る
。
期
間
は
二
〇
〇
一
年
か
ら
二

〇
一
〇
年
で
あ
る
。
税
負
担
が
正
で
あ
る
企
業
に
つ
い
て

は
、
二
〇
〇
一
年
か
ら
二
〇
一
〇
年
ま
で
の
平
均
は
約

六
％
で
あ
る
。

③
課
税
ベ
ー
ス

　

課
税
ベ
ー
ス
に
関
連
す
る
デ
ー
タ
も
マ
ク
ロ
と
ミ
ク
ロ

の
二
つ
の
デ
ー
タ
が
算
出
さ
れ
て
い
る
。
ど
ち
ら
も
付
加

価
値
に
対
す
る
Ｅ
Ｂ
Ｉ
Ｔ
（Earnings Before Inter-

est and T
axes

）
の
比
で
あ
る
。
マ
ク
ロ
の
方
は
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
のN

ational A
ccounts on financial and non-fi-

nancial corporations

か
ら
、
ミ
ク
ロ
の
方
はA

m
ade-

us

に
あ
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
各
企
業
の
デ
ー
タ
か
ら
算
出

さ
れ
て
い
る
。
二
〇
〇
一
年
か
ら
二
〇
一
〇
年
の
デ
ー
タ

を
見
る
と
、
両
者
と
も
似
た
動
き
を
し
て
い
る
。
具
体
的

に
は
二
〇
〇
一
年
か
ら
二
〇
〇
七
年
ま
で
上
昇
傾
向
、
二

〇
〇
七
年
か
ら
二
〇
〇
九
年
は
低
下
傾
向
、
そ
の
後
す
ぐ

に
上
昇
傾
向
と
い
う
動
き
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
Ｅ
Ｙ
の

A
nnual W

orldw
ide Corporate T

ax Guides

を
基

に
算
出
し
たdepreciation allow

ances

の
Ｎ
Ｐ
Ｖ
な

ど
も
分
析
に
用
い
ら
れ
て
い
る
。

④
実
効
税
率

　

こ
こ
で
の
実
効
税
率
（Effective CIT

 rates

）
と

は
、
Ｅ
Ｂ
Ｉ
Ｔ
に
対
す
る
法
人
税
負
担
の
比
でⅴ

、A
m

a-

deus

に
あ
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
一
六
か
国
の
デ
ー
タ
か
ら

算
出
さ
れ
て
い
る
。
二
〇
〇
一
年
か
ら
二
〇
一
〇
年
の

デ
ー
タ
に
つ
い
て
法
定
税
率
の
平
均
と
比
較
す
る
と
、
全

て
の
年
に
お
い
て
実
効
税
率
の
方
が
低
く
な
っ
て
い
る
。

た
だ
し
、
そ
の
差
は
近
年
縮
小
し
て
い
る
。
二
〇
〇
一
年

の
実
効
税
率
が
二
一
・
九
％
、
法
定
税
率
の
平
均
は
三

三
・
〇
％
で
そ
の
差
は
一
一
％
ポ
イ
ン
ト
以
上
で
あ
っ
た

の
に
対
し
て
、
二
〇
一
〇
年
の
実
効
税
率
は
一
九
・
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三
％
、
法
定
税
率
の
平
均
は
二
五
・
九
％
で
そ
の
差
は

六
・
六
％
ポ
イ
ン
ト
で
あ
る
。
ま
た
、
産
業
別
に
見
て
み

る
と
、
実
効
税
率
が
最
も
高
い
の
が
鉱
業
、
最
も
低
い
の

が
不
動
産
で
あ
っ
た
。
さ
ら
に
企
業
の
規
模
別
に
見
て
み

る
と
、
大
規
模
、
中
規
模
、
小
規
模
共
に
減
少
傾
向
に

あ
っ
た
。
二
〇
〇
一
年
か
ら
二
〇
一
〇
年
の
す
べ
て
の
年

に
お
い
て
、
実
効
税
率
が
最
も
低
か
っ
た
の
は
大
規
模
の

企
業
で
あ
る
。
な
お
、
こ
こ
で
の
小
規
模
と
は
従
業
員
数

が
一
〇
～
四
九
名
、
中
規
模
と
は
五
〇
～
二
四
九
名
、
大

規
模
と
は
二
五
〇
名
以
上
の
企
業
で
あ
る
。
従
業
員
数
が

一
〇
名
未
満
の
企
業
は
分
析
対
象
か
ら
外
し
て
い
る
。

⑶
　
実
証
分
析

　

分
析
に
つ
い
て
は
、
具
体
的
に
は
マ
ク
ロ
デ
ー
タ
を
使

用
し
た
回
帰
分
析
、
ミ
ク
ロ
デ
ー
タ
を
使
用
し
た
回
帰
分

析
、Synthetic control group approach

に
よ
る
分

析
が
行
わ
れ
て
い
る
。

　

マ
ク
ロ
デ
ー
タ
を
用
い
た
回
帰
分
析
で
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に

対
す
る
法
人
税
収
の
比
を
被
説
明
変
数
、
法
人
税
率
と
そ

れ
を
二
乗
し
た
も
の
を
説
明
変
数
と
し
て
分
析
を
行
っ
て

い
る
。
分
析
対
象
期
間
は
一
九
九
三
年
か
ら
二
〇
一
三
年

で
あ
る
。
す
べ
て
の
サ
ン
プ
ル
を
対
象
に
分
析
を
行
っ
た

場
合
、
Ｈ
Ｉ
Ｃ
を
対
象
に
分
析
を
行
っ
た
場
合
、
Ｌ
Ｍ
Ｉ

Ｃ
＆
Ｌ
Ｉ
Ｃ
を
対
象
に
分
析
を
行
っ
た
場
合
、
こ
れ
ら
三

つ
の
場
合
に
つ
い
て
は
法
人
税
率
は
プ
ラ
ス
で
有
意
、
法

人
税
率
を
二
乗
し
た
も
の
は
マ
イ
ナ
ス
で
有
意
で
あ
っ

た
。
こ
れ
は
、
法
人
税
収
と
法
人
税
率
に
逆
Ｕ
字
型
の
関

係
が
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
分
析
に
よ
っ
て
得
ら
れ

た
係
数
か
ら
法
人
税
収
を
最
大
化
す
る
税
率
を
計
算
す
る

と
、
全
て
の
サ
ン
プ
ル
の
場
合
は
三
四
・
八
％
、
Ｈ
Ｉ
Ｃ

の
場
合
は
三
三
・
七
％
、
Ｌ
Ｍ
Ｉ
Ｃ
＆
Ｌ
Ｉ
Ｃ
の
場
合
は

二
三
・
六
％
で
あ
っ
た
。
ま
た
説
明
変
数
を
増
や
し
て
分

析
を
行
っ
た
結
果
、
こ
こ
で
も
法
人
税
率
は
プ
ラ
ス
で
有

意
、
法
人
税
率
を
二
乗
し
た
も
の
は
マ
イ
ナ
ス
で
有
意
で
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あ
っ
た
。
さ
ら
に
石
油
な
ど
の
資
源
か
ら
の
レ
ン
ト
（
正

確
に
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
対
す
る
レ
ン
ト
の
比
）
や
一
人
当
た
り

Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
対
数
値
な
ど
が
プ
ラ
ス
で
有
意
と
い
う
結
果
で

あ
っ
た
。
一
方
、depreciation allow

ances

の
Ｎ
Ｐ
Ｖ

は
統
計
的
に
有
意
で
は
な
か
っ
た
。

　

ミ
ク
ロ
デ
ー
タ
を
用
い
た
回
帰
分
析
で
は
、
付
加
価
値

に
対
す
る
法
人
税
負
担
の
比
を
被
説
明
変
数
と
し
て
い

る
。
主
な
結
果
は
、
こ
こ
で
も
法
人
税
率
は
プ
ラ
ス
で
有

意
、
法
人
税
率
を
二
乗
し
た
も
の
は
マ
イ
ナ
ス
で
有
意
で

あ
っ
た
。
ま
た
付
加
価
値
に
対
す
る
Ｅ
Ｂ
Ｉ
Ｔ
の
比
が
プ

ラ
ス
で
有
意
で
あ
り
、
企
業
の
利
益
が
法
人
税
収
に
影
響

を
与
え
て
い
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
た
。

　

Synthetic control group approach

で
は
、
税
制

改
革
が
行
わ
れ
た
国
で
仮
に
改
革
が
行
わ
れ
な
か
っ
た
場

合
の
時
系
列
デ
ー
タ
を
推
定
し
て
、
そ
こ
か
ら
改
革
の
効

果
を
予
測
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
研
究
で
は
、
ベ
ル

ギ
ー
が
二
〇
〇
三
年
に
行
っ
た
四
〇
・
一
七
％
か
ら
三

三
・
九
九
％
へ
の
法
人
税
率
の
引
き
下
げ
と
ポ
ル
ト
ガ
ル

が
二
〇
〇
四
年
に
行
っ
た
三
三
・
〇
％
か
ら
二
七
・
五
％

へ
の
法
人
税
率
の
引
き
下
げ
を
取
り
上
げ
て
い
る
。
そ
し

て
両
改
革
共
に
短
期
的
に
は
法
人
税
収
を
低
下
さ
せ
る
効

果
が
あ
っ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。

四
、
第
七
四
回
年
次
大
会
に
つ
い
て

　

次
回
の
第
七
四
回
年
次
大
会
は
、
二
〇
一
八
年
八
月
二

一
日
か
ら
二
三
日
に
か
け
て
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の
タ
ン
ペ
レ

で
開
催
さ
れ
る
。
会
場
は
タ
ン
ペ
レ
大
学
（U

niversity 

of T
am

pere

）
で
あ
る
。
テ
ー
マ
はT

he Im
pact of 

Public Policies on Labor M
arkets and Incom

e 

D
istribution

で
あ
る
が
、
詳
細
に
つ
い
て
は
ま
だ
明
ら

か
に
さ
れ
て
い
な
い
。
た
だ
、
わ
が
国
で
は
「
働
き
方
改

革
」
が
進
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
も
あ
り
、
公
共
政
策
が
労

働
市
場
や
所
得
分
配
に
与
え
る
影
響
に
つ
い
て
関
心
が
高
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ま
っ
て
い
る
の
で
、
わ
が
国
に
と
っ
て
時
宜
に
か
な
っ
た

テ
ー
マ
と
い
え
る
だ
ろ
う
。
ま
た
、
国
際
財
政
学
会
で
は

財
政
学
・
公
共
経
済
学
に
関
す
る
非
常
に
幅
広
い
分
野
に

つ
い
て
個
別
研
究
報
告
が
行
わ
れ
て
い
る
の
で
、
資
本
市

場
に
関
わ
り
の
あ
る
個
別
研
究
報
告
も
少
な
く
な
い
。
次

回
も
資
本
市
場
に
関
連
す
る
分
野
に
つ
い
て
の
最
新
の
研

究
成
果
が
報
告
さ
れ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

（
注
）

ⅰ 　

http://w
w

w
.iipf.net/index.htm

ⅱ 　

http://w
w

w
.iipf2017.jp/

ⅲ 　

https://w
w

w
.conftool.pro/iipf2017/sessions.php

ⅳ 　

当
日
の
報
告
だ
け
で
な
く
、
報
告
論
文
に
も
基
づ
い
て
紹
介
す
る
。

ⅴ 　

報
告
論
文
の
本
文
と
付
録
で
実
効
税
率
の
定
義
が
若
干
異
な
る
よ

う
に
思
わ
れ
る
。
こ
こ
で
は
特
に
本
文
中
の
図
表
６
を
参
考
に
し
た
。

 

（
や
ま
だ
　
た
だ
お
・
当
研
究
所
主
任
研
究
員
）


